【３・１３集会へのメッセージ】

くらしと商売、命と健康を守る共同行動をさらに広げよう

３・１３重税反対統一行動に参加されたみなさんに、心から敬意を表します。

円高・デフレにより国内経済が停滞する一方、大企業の海外進出に拍車がかかり、私たちの暮らしや日本経済の先行きにも不安の声が広がっています。

そんな中、民主党政権は「国民生活が第一」との公約を投げ捨て、財界の要求に沿い、法人税減税の財源として、消費税増税を強行しようとしています。
また、国税通則法を改悪し、罰則の強化や再調査権の新設、記帳の義務化など、税務署の権限を拡大し、権力的徴税を強めることもねらっています。今回の国税通則法改悪案は、国民を主権者としてではなく、納税に対して不誠実な存在としてとらえるという根本的誤りを犯しています。こうした、重大な問題のある法案を持ち出してきた背景には、消費税の大増税に備え「徴税環境の整備」を進める財界と政府のねらいがあります。
いま求められているのは、国民に重税を課し、税金をしぼりとることではなく、大企業応援から家計の応援へと経済の軸足を大きく移すことです。消費税率の引き上げをはじめとする国民への負担増は、疲弊した暮らしをさらに圧迫し、個人消費を冷え込ませるだけで、日本経済をいっそう深刻な経済危機に追いやるものに他なりません。
しかし、井戸敏三知事は、県民負担の軽減を求めた私たちの要請に対し、「消費税は社会保障の財源を税制全体で確保する中で非常に重要」と強弁し、「消費税を含む抜本改革に一刻も早く着手すべき」と増税を容認する立場です。払いたくても払えない国保・住民税引き下げの要求についても、県民の実態からかけ離れた回答となっています。

来年度予算案においても、福祉・医療・教育関係の予算削減を強行する一方、パナソニック社をはじめとする大企業への補助金や、不要不急の大型公共事業には大盤振る舞いです。大企業応援の県政から、県民の暮らしを守る県政への転換に向けてともに声を上げていこうではありませんか。
今年は統一地方選挙の年でもあります。今日の集会の成功を出発点に、暮らしと商売、命と健康を守る共同行動をいっそう広げ、連帯と団結を強めましょう。
みなさんお一人お一人が草の根の運動に全力を尽くしていただくよう、心から呼びかけるものです。
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